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STEP１-１ 基本情報
組合コード 96020
組合名称 旭化成健康保険組合
形態 単一
業種 化学工業・同類似業

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

29,726名
男性77.4%

（平均年齢43.6歳）*
女性22.6%

（平均年齢42.2歳）*

29,748名
男性77.0%

（平均年齢43.7歳）*
女性23.0%

（平均年齢42.3歳）*
特例退職被保険
者数

-名 0名 0名

加入者数 -名 57,407名 56,898名
適用事業所数 -ヵ所 58ヵ所 58ヵ所
対象となる拠点
数

-ヵ所 1ヵ所 1ヵ所

保険料率
*調整を含む

-‰ 80‰ 80‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 - - 0 0 0 0
保健師等 - - 3 0 3 0

事業主 産業医 - - 14 31 14 29
保健師等 - - 49 1 50 1

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 17,767 ∕ 24,172 ＝ 73.5 ％
被保険者 14,631 ∕ 16,183 ＝ 90.4 ％
被扶養者 3,136 ∕ 7,989 ＝ 39.3 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 163 ∕ 3,319 ＝ 4.9 ％
被保険者 145 ∕ 3,072 ＝ 4.7 ％
被扶養者 18 ∕ 247 ＝ 7.3 ％

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 - - 75,400 2,537 75,600 2,541
特定保健指導事業費 - - 83,087 2,795 89,806 3,019
保健指導宣伝費 - - 12,886 433 15,942 536
疾病予防費 - - 283,294 9,530 276,309 9,288
体育奨励費 - - 0 0 0 0
直営保養所費 - - 964 32 964 32
その他 - - 37,924 1,276 37,105 1,247
　
小計　…a 0 - 493,555 16,603 495,726 16,664
経常支出合計　…b - - 18,325,258 616,472 18,793,096 631,743
a/b×100 （%） - 2.69 2.64
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男性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 0人 15〜19 198人 10〜14 0人 15〜19 174人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 1,329

人 25〜29 2,465
人 20〜24 1,317

人 25〜29 2,427
人

30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 2,613
人 35〜39 2,608

人 30〜34 2,657
人 35〜39 2,595

人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 2,263

人 45〜49 2,569
人 40〜44 2,414

人 45〜49 2,406
人

50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 2,907
人 55〜59 2,759

人 50〜54 2,843
人 55〜59 2,740

人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 1,902

人 65〜69 771人 60〜64 2,124
人 65〜69 716人

70〜74 -人 70〜74 98人 70〜74 117人

女性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 0人 15〜19 32人 10〜14 0人 15〜19 39人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 375人 25〜29 813人 20〜24 363人 25〜29 868人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 670人 35〜39 769人 30〜34 715人 35〜39 752人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 877人 45〜49 973人 40〜44 862人 45〜49 936人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 950人 55〜59 686人 50〜54 979人 55〜59 735人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 359人 65〜69 63人 60〜64 397人 65〜69 68人
70〜74 -人 70〜74 1人 70〜74 1人

男性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 2,140

人 5〜9 2,150
人 0〜4 2,113

人 5〜9 2,236
人

10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 2,033
人 15〜19 1,920

人 10〜14 2,001
人 15〜19 1,903

人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 1,323

人 25〜29 160人 20〜24 1,295
人 25〜29 156人

30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 55人 35〜39 21人 30〜34 53人 35〜39 21人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 11人 45〜49 4人 40〜44 8人 45〜49 6人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 11人 55〜59 10人 50〜54 10人 55〜59 16人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 43人 65〜69 15人 60〜64 32人 65〜69 20人
70〜74 -人 70〜74 22人 70〜74 23人

女性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 2,082

人 5〜9 2,131
人 0〜4 2,063

人 5〜9 2,169
人

10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 1,968
人 15〜19 1,836

人 10〜14 1,951
人 15〜19 1,887

人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 1,247

人 25〜29 447人 20〜24 1,191
人 25〜29 434人

30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 929人 35〜39 1,264
人 30〜34 870人 35〜39 1,225

人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 1,298

人 45〜49 1,455
人 40〜44 1,240

人 45〜49 1,351
人

50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 1,793
人 55〜59 1,559

人 50〜54 1,740
人 55〜59 1,544

人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 990人 65〜69 338人 60〜64 1,047

人 65〜69 342人
70〜74 -人 70〜74 189人 70〜74 173人

基本情報から見える特徴
１．大規模な健保組合（被保険者数２万７千人、加入者数５万６千人）である。
２．事業所の拠点が全国にあり、加入者も点在している。
３．男女ともに40代〜50代前半がピークの年齢構成
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　家族・任継本人特定健康診査
　特定保健指導事業 　保健指導(従業員)
　特定保健指導事業 　特定保健指導（家族、任意継続本人）
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児情報誌、健康保険のしおり等
　保健指導宣伝 　ホームページ
　疾病予防 　従業員定期健診・人間ドック費用補助
　疾病予防 　３９歳以下家族健診
　疾病予防 　予防接種費用補助
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　ＰＥＴがん検診
　疾病予防 　レセプト分析
　疾病予防 　前期高齢者健康支援
　疾病予防 　職場活性化支援
　疾病予防 　メンタルヘルス診断費用補助
　疾病予防 　被扶養者健康支援
　直営保養所 　直営保養所
　その他 　その他（体育施設費、保健室費等）
事業主の取組
　1 　定期健康診断(人間ドック）・がん検診・歯科健診
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　ストレス診断
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3
家族・任継本
人特定健康診
査

【目的】健康の維持増進、疾病の早期発見、早期治療
【概要】補助制度案内、健診料費用補助、受診券配付

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 59,324

・6月に対象者全員に、健診補助制度案
内文書・受診券を自宅配付
・巡回健診機関のある地区居住者には
別途案内を自宅配付
・費用補助率:被扶養者42.9%
(3638/8480
人)、任継本人53.5%(328/613人)
・被扶養者特定健診受診率42.1%
(3343/7948人）、任継本人特定健診受
診率50.8%(197/388人）5月末時点

・平成27年度新規契約した関東圏巡回
健診等受診者の増加により平成28年度
に比べ受診率向上
・補助上限額まで本人の窓口支払無し
の契約機関を徐々に増やした。
・補助申請書の内容不備防止のためホ
ームページを工夫

・全国に加入者が散在しているため受
診方法を複数設定し、対象者に合うも
のを選択できるようにしているが、新
規の場合わかりにくい場合がある。案
内で工夫しているが更に工夫が必要

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 保健指導(従業
員)

【目的】生活習慣病の予防・改善・重症化予防
【概要】業者委託。特定保健指導該当者に限定せず、事業
主健康管理室に、対象者選出、健診データ抽出、案内文書
送付等をしてもらう。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 32,767
・１社に業務委託し615人（特定保健指
導該当者225人含む）実施
・2017年度特定保健指導実施率4.8%(1
52/3179人）5月末時点

・複数回参加者がいるので、平成26年
度より運動プログラムを追加した。活
動量計配付
・血液検査を平成28年度から郵送健診
に変更し、今年度は実施者が104人

・プログラムは参加者には比較的好評
であるが、第１期から同じ業者を使っ
ているため、プログラムの変化だけで
は、参加意欲につながりにくい。

3

4
特定保健指導
（家族、任意
継続本人）

【目的】生活習慣病の予防・改善重症化予防
【概要】特定保健指導該当者に利用券送付

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 100

・毎月利用券を発行
・平成29年度被扶養者特定保健指導実
施率2.4%(6/250人）5月末時点

・居住地域の利用券使用機関リストを
同封 ・実施率が低い 3

保
健
指
導
宣
伝

5 機関誌発行
【目的】情報発信、健康意識醸成
【概要】機関誌（健保の運営、収支、保健事業、健康情報
、公示等）の発行(３回∕年）

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 4,086
・機関誌発行：3回（新春号、新緑号、
爽秋号）
・従業員には社内配付。任継者には自
宅配付

・制度変更や保健事業案内等、タイム
リーな情報発信に寄与
・健保キャラクター挿絵や表紙への各
地区風景の掲載などで興味を引くよう
工夫

・自宅への持ち帰りや役立ち度は把握
していない 3

2 医療費通知
【目的】医療費確認による医療費の適正化
【概要】被保険者に通知。従業員には職場宛、任継者には
自宅配付

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 4,833
・従業員に予定通り偶数月に発行。任
継者には年1回発行していたが、8月か
ら従業員と同じく偶数月発行に変更

・関係部署と連携し、職場の配布先リ
ストの整理、変更ルートを決めた。

・医療費通知が医療費控除に使用でき
るようになったため、再発行の依頼等
問い合わせが増えた。

4

5
育児情報誌、
健康保険のし
おり等

【目的】情報提供と健康意識醸成
【概要】・育児情報誌を第１子出産全家庭に配付し、その
うち希望者にその後11か月間配付
・健康保険のしおりを新入社員に配付

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 851 ・計画通りに配付

・初回以降の11か月間は希望者に配付
するため対象者のニーズに合っている
。 ・対象者抽出処理が煩雑 3

5 ホームページ
【目的】事業、制度、申請方法を案内し、加入者が事業、
制度を利用しやすくする
【概要】社内用と社外用の２種類設置

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 997 ・公告、申請書類更新、休業日案内等
をタイムリーに実施

・各業務担当から直接業者に依頼する
か、ホームページ担当経由で依頼

・申請書類等のホームページ掲載につ
いて以前よりは周知されてきたが、ま
だ知らないで電話問い合わせをする人
がいる。

3

疾
病
予
防

3
従業員定期健
診・人間ドッ
ク費用補助

【目的】疾病の早期発見、早期治療、健康の保持増進
【概要】定期健診、各種がん検診、歯科健診、人間ドック
に関わる費用の一部補助

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 177,210

・定期健診22,864人、胃がん11,117人
、前立腺がん5,813人、大腸がん13,764
人、子宮がん1,908人、乳がん2,783人
、追加検査2,909人、歯科健診7,580人
、人間ドック2,622人実施
・従業員特定健診受診率89.9%(14502/
16130人）５月末時点

・関係部場による会社会計処理の効率
化が図られ、各事業所担当者の負担が
軽減

・事業主と健保の双方で費用負担して
いるが、人間ドック補助額の年齢差・
性差があり事務処理が煩雑のため検討
中

3

3 ３９歳以下家
族健診

目的：健康の保持増進、疾病の早期発見・早期治療
概要：健診費用補助 被扶養者 全て 男女

16
〜
39

基準該
当者 13,459

・6月に対象者全員に、健診補助制度案
内ハガキを自宅配付
・巡回健診機関のある地区居住者には
別途案内を自宅配付
・費用補助率36％(923/2564人）

・平成27年度新規契約した関東圏巡回
健診等受診者の増加により受診率向上
。
・補助上限額までは本人の窓口支払無
しの契約機関を徐々に増やした。

・全国に加入者が散在しているため受
診方法を複数設定し、対象者に合うも
のを選択できるようにしているが、新
規の場合わかりにくい場合がある。案
内で工夫しているが、更に工夫が必要

3

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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8 予防接種費用
補助

【目的】インフルエンザ、肺炎の予防重症化予防
【概要】インフルエンザ予防接種費用補助：全加入者対象
。毎年1000円∕人
　　　　高齢者肺炎球菌予防接種費用補助：65歳以上加入
者対象。1回∕5年

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 14,945

・インフルエンザ予防接種費用補助率
：24.6%(14,045/57,171人）＜被保険
者23.0%(6,308/27,413人）。被扶養者
26.0%(7,737/29,758人）＞
・高齢者肺炎球菌費用補助：35人

・インフルエンザ予防接種は平成28年
度から社内電子メール利用可能な従業
員（全体の75％）に電子メール申請を
導入し、従業員の利便性と健保の事務
効率化を図った。

・インフルエンザ予防接種電子メール
申請は昨年に引き続き申請者の約3割し
か利用していないので、増やす工夫が
必要
・今年度はインフルエンザワクチンが
不足した。

3

6 電話健康相談 【目的】被保険者と被扶養者の健康に関する相談対応
【概要】業者委託にて実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 5,233 ・661件実施。内、メンタルヘルス相談
は193件（含面接17件） ・機関誌、ホームページでＰＲ ・利用件数減少傾向 3

3 ＰＥＴがん検
診

【目的】がん等疾病の早期発見、早期治療
【概要】予約代行機関を通して指定医療機関受診運用。被
保険者及び被扶養配偶者対象に3万円∕人補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
74

基準該
当者 1,200 ・40人受診

・ホームページや機関誌にてPR
・人事発行の従業員向け給与ミニ情報
にPR文掲載

・平成27、28年度に比べて利用件数が
減少 3

8 レセプト分析
【目的】加入者の健康情報を分析し、データヘルス計画に
活用
【概要】データ分析、健康課題の抽出・優先順位化、保健
事業の棚卸し等

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 12,528

・第２期データヘルスに向けてデータ
分析、健康課題の抽出・優先順位化等
を行い、健保内や事業主と情報共有を
行い、今後の事業方針の参考にした。
・既存のデータシステムのデータ格納
・運用

・データ分析等を専門業者に委託し、
事業主主催の健康会議で説明

・今後分析結果等を参考にし、事業主
とのコラボヘルスとして何をやってい
くか、今後検討が必要

4

6 前期高齢者健
康支援

【目的】前期高齢者の健康維持、寝たきり予防、認知症予
防
【概要】家庭訪問・電話支援により個人に応じた健康支援

被扶養者 全て 男女
65
〜
73

全員 2,218

・7、8月に案内を自宅配付
・A社（平成26年度〜）：訪問電話支援
率92%(24/26人）
・B社（平成28年度〜）：健康調査票回
答率46％(128/278人）。電話支援率35.
3%(98/278人）

・B社の気軽に取り組みやすい新規プロ
グラムを導入し、参加率は向上

・前期高齢者事業の効果の検証が難し
い 3

5 職場活性化支
援

【目的】職場の環境改善や活性化を加速。従業員個々のメ
ンタルヘルス向上とメンタル性疾患予防
【概要】費用補助。ｅ診断後のフォローアップ。新規で２
か年以上の計画対象

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 1,006
・事業所２カ所実施
1.管理者層職場環境いきいきセミナー
及び全従業員対象いきいきカウンセリ
ン グ
2.管理者層ラインケア

・事業主、労組合同の健康管理推進会
議で企画から運用まで行っているので
、健保組合のみで推進するよりPRの場
は多い

・利用件数が低い 3

3
メンタルヘル
ス診断費用補
助

【目的】社員のメンタルヘルスケア
【概要】メンタルヘルス診断の入力費用補助 被保険者 全て 男女

18
〜
74

全員 436 ・補助申請部場に費用補助 特になし 特になし 3

4 被扶養者健康
支援 【目的】被扶養者の生活習慣病ハイリスク者の重症化予防

【概要】ハイリスク者への受診勧奨と保健指導の実施 被扶養者 全て 男女
16
〜
73

基準該
当者 0

・今年度はデータ分析、健康課題の優
先順位化、保健事業の棚卸しを優先し
、この事業の実施を次年度以降に延期
した。

- - 1

直
営
保
養
所

8 直営保養所 保養所の管理維持費（平成24年3月31日利用停止） - - -
-

〜
-

- 686 - - - 3

そ
の
他

8
その他（体育
施設費、保健
室費等）

【目的】加入者の健康の保持増進
【概要】体育施設保守費用、保健事業担当者に関わる運営
費用等

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 42,385 - - - 3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組
定期健康診断(人間
ドック）・がん検
診・歯科健診

労安法に基づく。疾病の早期発見・早期治療 被保険者 男女
18
〜
74
- - - 有

健康診断事後措置
に伴う個別指導 要精密検査、要治療者の受診結果の把握、生活習慣指導 被保険者 男女

18
〜
74
- - - 無

ストレス診断 各個人・部署のストレス状況の把握と個別フォロー、職場支援 被保険者 男女
18
〜
64
- - - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者構成（被保険者） 加入者構成の分析 他の健保組合と比較して生活習慣病のリスクが高い40～64歳の男性への集

中度が高く、半数弱を占める。

イ 特定健診・保健指導実施率 特定保健指導分析 ・特定健診実施率は被保険者は目標に到達したが、被扶養者は目標の半分
以下の実施率である。
・第2期は被保険者は特定保健指導に限定せずに広く生活習慣病予防として
全年齢層を対象に実施したことも影響し、特定保健指導実施率は低い。被
扶養者は特定健診実施率だけでなく、特定保健指導実施率も低い。

ウ 特定健診受診率　（全組合平均との比較） 特定健診分析 ・被保険者の特定健診受診率は健保連全体と比較し全年齢層で若干高い。
・被扶養者の特定健診受診率は平均受診率及び40代、50代の受診率が低い
。

エ 内臓脂肪症候群該当者と保健指導対象者減少率（被保険者
・全組合平均との比較）

特定健診分析 ・被保険者の内臓脂肪症候群該当者減少率は、全組合平均と比較すると若
干高い。特に60代、70代は高い。
・被保険者の保健指導対象者減少率は、全組合平均と比較すると平均減少
率は若干低く、特に50代は低い。60代は若干高く、70代は高い。
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オ 内臓脂肪症候群該当者と保健指導対象者減少率（被扶養者
・全組合平均との比較）

特定健診分析 ・被扶養者の内臓脂肪症候群該当者の減少率は全組合平均と比較し、40代
前半、60代前半は高いが、平均及び他の年齢層では低い。
・被扶養者の保健指導対象者減少率は全組合平均と比較し、40代前半、70
代前半は高いが、平均及び他の年齢層では低い。

カ 内臓脂肪症候群該当者と保健指導対象者減少率（被保険者
・年次推移）

特定健診分析 ・被保険者は内臓脂肪症候群該当者及び保健指導対象者の減少率が共に、
前年度より若干高い。

キ 内臓脂肪症候群該当者と保健指導対象者減少率（被扶養者
・年次推移）

特定健診分析 ・被扶養者は内臓脂肪症候群該当者減少率は前年度より低い。保健指導対
象者減少率は前年度より高い。

ク 疾病分類別一人当たり医療費　（全組合平均との比較） 医療費・患者数分析 ・被保険者の一人当たり医療費を全組合平均と比較すると、「内分泌・栄
養・代謝疾患」「循環器疾患」「腎尿路生殖器系疾患」等で高い。
・被扶養者の一人当たり医療費を全組合平均と比較すると、「新生物」「
消化器系疾患」「腎尿路生殖器系疾患」「妊娠・分娩・産褥」等で高い。

ケ 疾病分類別一人当たり医療費（年次推移） 医療費・患者数分析 ・被保険者の2016年度一人当たり医療費を前年度と比較すると、新生物、
内分泌・栄養・代謝疾患、循環器疾患等が特に増加している。
・被扶養者の2016年度一人当たり医療費を前年度と比較すると、新生物、
内分泌・栄養・代謝疾患、腎尿路生殖器系疾患等が特に増加している
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コ 生活習慣病医療費（全組合平均との比較） 医療費・患者数分析 ・被保険者の一人当たり医療費を全組合平均と比較すると、糖尿病、高血
圧、高尿酸血症、高脂血症、人工透析が高い。
・被扶養者の一人当たり医療費を全組合平均と比較すると、人工透析は高
く、高血圧症、高脂血症は低い。

サ 生活習慣病医療費（年次推移） 医療費・患者数分析 ・被保険者の一人当たり医療費を2014～2016年度の推移をみると、糖尿病
、高脂血症、人工透析で増加している。
・被扶養者の一人当たり医療費を2014～2016年度の推移をみると、糖尿病
、人工透析で増加している。

シ 特定健診結果　受診勧奨割合（全組合平均との比較） 健康リスク分析 ・被保険者の特定健診データ別の受診勧奨割合を組合平均と比較すると、L
DLコレステロール、HbA1c、γGTPが高い。
・被扶養者の特定健診データ別の受診勧奨割合を組合平均と比較すると、
収縮期血圧、LDLコレステロール、血色素量が高い。

ス 生活習慣病・健診レベル判定　分布（４０歳以上） 特定健診分析 ・被保険者：肥満、非肥満の割合は、男性は組合平均と同程度であり、女
性は肥満の割合が若干低い。受診勧奨基準値以上は男性は肥満、非肥満と
もに組合平均と同程度、女性は非肥満で組合平均より若干低い。
・被扶養者：女性は肥満の割合が組合平均とより若干低い。受診勧奨基準
値以上は肥満で組合平均より若干高く、非肥満で同程度である（男性は受
診人数が少ないため組合平均と比較をしない）。

セ 生活習慣病リスクフローチャート　被保険者 健康リスク分析 ・高血圧、糖尿病のレセプトがある者で、受診勧奨値以上の者が多数存在
する。
・生活習慣病3疾患のレセプトがない者で、血圧値やHbA1cが受診勧奨値以
上の者が一定数存在する。
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ソ 生活習慣病リスクフローチャート　被扶養者 健康リスク分析 ・高血圧、糖尿病のレセプトがある者で、受診勧奨基準値以上の者が多数
存在する。
・生活習慣病3疾患のレセプトがない者で、血圧値やHbA1cが受診勧奨値以
上の者が一定数存在する。

タ 生活習慣不良状況　（全組合平均との比較） 健康リスク分析 ・被保険者は組合平均と比較し、２０歳からの体重増加者率、運動習慣不
良者率、毎日飲酒者率が高く、習慣的喫煙者率、睡眠不良者率が低い。
・被扶養者は組合平均と比較し、運動習慣不良者率が高く、習慣的喫煙者
率、睡眠不良者率が低い。

チ 生活習慣　被保険者地区別 健康リスク分析 ・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒率は地区により差があり、社内平均に比
べてかなり高い地区がある。

ツ 休職者数の傾向と休職理由 その他 傷病手当金支給状況をみると、精神神経系疾患が支給者数（41.9%)、日数
（58.7%)と最も多い。

テ 傷病手当金受給者状況（年代・疾患別） その他 ・精神疾患系疾患による傷病手当金支給発生率は、他の年代に比べ20代、3
0代で多い。
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ト 精神神経系レセ有者の中の傷病手当金受給者割合 その他 精神神経系患者のうち9割は休職にいたっておらず、働きながら通院してい
る。休職を未然に防ぐ対策が必要である。

ナ 埋葬者の傾向と死因 その他 死因は、悪性新生物が46.8％と最も多い。メタボ系疾患は横ばいだが、201
6年度のみ減少。

ニ 前期高齢者の医療費推移 医療費・患者数分析 ・前期高齢者人数比率は増加傾向にあるが、一人当たり医療費は減少傾向
にある。

ヌ 健康課題分析結果サマリ 健康リスク分析 ・健康課題の優先度は、医療費、傷病手当金分析、埋葬料分析の結果、メ
タボ系疾患（生活習慣病）、精神神経系疾患、悪性新生物の順番と考えら
れる。

ネ 後発医薬品の使用割合 後発医薬品分析 ・後発医薬品使用割合は、全体では被保険者、被扶養者ともに全組合平均
と比べ低い。10代の被保険者・被扶養者等、一部の年代で全組合平均と同
程度であった。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 ・被扶養者の特定健診受診率は増加傾向であるが、まだ低い。  ・未受診者対策として被扶養者本人へ種々アプローチする
・被保険者へPRし、被保険者から受診を勧めてもらう 

2
・被保険者は40歳〜64歳の年齢層が多い。第2期は若年層を含む特定保健指
導該当者以外にも保健指導を実施したが、特定保健指導実施率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率は若干よい傾向にあり、今後も保健指導の
継続実施が必要。

 ・特定保健指導の実施率向上を目指す。参加しやすく有効なプログラム
導入
・特定保健指導該当者以外で必要な人には保健指導を受けられる環境を
引き続き提供



3 ・被扶養者も特定保健指導実施率が低い。
・内臓脂肪症候群の減少率が低い傾向にある。  ・特定保健指導の実施率を上げるために、参加しやすいプログラムを追

加しPR 

4
・被扶養者の一人当たり生活習慣病医療費は高い傾向にある。特に虚血性疾
患、人工透析で高く、糖尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合は、収縮期血圧、LDLコレステロール、血
色素量が高い。

 ・生活習慣病受診勧奨や重症化予防施策を推進。健康意識の向上につな
がり参加しやすいプログラムを導入 

5
・被保険者の休職者・休職日数共に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割は働きながら通院している。休職を未然
に防ぐ必要がある。

 ・現在は事業主産業保健スタッフが中心となり各地区単位の取り組み実
施。今後の施策は事業主と検討

6
・死因は悪性新生物が最も多い。一人当たりの医療費も新生物は高く前年度
より上昇。  ・被保険者の悪性新生物対策は、事業主産業保健スタッフと情報共有し

、コラボヘルス等今後の対策を検討
・被扶養者の悪性新生物対策は、がん検診受診啓発実施

7

・被保険者の医療費は、糖尿病、高血圧、高尿酸血症、脂質異常症、人工透
析が高く、糖尿病、脂質異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合では、LDLコレステロール、HbA1c、γGT
Pが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組合平均と同等で、女性約20％に比べ高い
。

 ・特定保健指導対象者等は特定保健指導に参加してもらい、その他の生
活習慣病の予防、重症化予防への強化策は今後産業保健スタッフ等と検
討



8
・被保険者の運動習慣不良者率と毎日飲酒者率が高い傾向がある。
・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒率は地区間に差があり、平均に比べかなり
高い地区がある。

 ・健保情報誌、ホームページ等による啓発
・運動・飲酒等生活習慣改善のための事業推進

9 ・被扶養者の運動習慣不良者率もやや高い傾向にある。  ・健保情報誌、ホームページ等による啓発
・運動等生活習慣改善のための事業推進

10
・被保険者、被扶養者ともに、高血圧、糖尿病のレセプトがある者で、受診
勧奨値以上の者が多数存在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生活習慣病のレセプトがない者で、受診勧奨
値以上の者が一定数存在する。

 ・生活習慣病通院者のコントロール不良者や、未通院者で受診勧奨の必
要な人への支援強化 

11 ・前期高齢者の一人当たり医療費は減少傾向にあるが、人数比率が増加傾向
にある。  ・前期高齢者に健康支援を継続実施

12 ・後発医薬品使用割合が被保険者・被扶養者ともに健保連全体平均と比べ低
い。  ・後発医薬品使用割合増加のための事業推進

イ，ウ

ア，イ，エ，
カ

イ，オ，キ

コ，サ，シ

ツ，テ，ト，
ヌ

ク，ケ，ナ，
ヌ

コ，サ，シ，
ス

タ，チ

タ

セ，ソ

ニ

ネ
37



基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・加入者数が多い。事業所が全国に点在している。  ・加入者が多く全国に点在するため、健保組合が個々の加入者に直接的に働きかけるこ
とは効果性・効率性から有効ではないため、事業主とのコラボヘルスが重要。

2 ・男女ともに40代から50代前半がピークの年齢構成。  ・生活習慣病、悪性新生物世代であるので、これらの対策が必要。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・生活習慣病リスク保有者対策は、第2期は被保険者には特定保健指導該当者に限定せず広く
生活習慣病予防として対象者を拡大したため、特定保健指導実施率は低い。  ・特定保健指導実施率を向上させるとともに、特定保健指導該当者以外の生活習慣病リ

スク保有者にも引き続き保健指導に参加できるしくみとする。
2 ・被扶養者対象の健診（特定健診を含む）受診率は増加傾向にあるが、まだ増やす必要があ

る。  ・検診未受診者へのアプローチを追加・工夫する。

3 ・被扶養者対象の特定保健指導実施率が低い。  ・参加しやすく、効果的なプログラムを検討し、追加する。

4 ・被扶養者対象に生活習慣病に関する受診勧奨や重症化予防が前期高齢者以外は継続に実施
できていない。  ・生活習慣病に関する受診勧奨や重症化予防について、効果的な方法を検討・実施する

必要がある。

5
・被保険者・被扶養者ともに健保情報誌による広報事業以外の健保主催のポピュレーション
アプローチは行っていない。  ・被保険者には各地区にいる事業主健康管理室が運動推進等のインセンティブ事業を行

っている場合が多い。コラボヘルス等健保としての対応策について検討が必要。
・被扶養者には健診受診率向上のためにも健康意識向上や生活習慣改善に結び付く施策
について検討が必要
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　事業主へ健保データ分析結果を提供し健康課題を共有する
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　家族・任継本人特定健康診査
　特定健康診査事業 　特定健診データの保険者間の連携
　特定保健指導事業 　保健指導(従業員)
　特定保健指導事業 　特定保健指導（家族、任意継続本人）
　保健指導宣伝 　機関誌発行・配布
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児情報誌配付
　保健指導宣伝 　退職者への健康情報提供、新入社員等への健保のしおり配布
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品使用促進
　保健指導宣伝 　ホームページ
　疾病予防 　従業員定期健診・がん検診・人間ドック費用補助
　疾病予防 　３９歳以下家族健診
　疾病予防 　家族・任意継続者へのがん検診受診啓発
　疾病予防 　予防接種費用補助（インフルエンザ、高齢者肺炎球菌）
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　ＰＥＴがん検診
　疾病予防 　被扶養者健康支援（受診勧奨、重症化予防）
　疾病予防 　前期高齢者健康支援
　疾病予防 　レセプト等データ分析
　疾病予防 　加入者への健康づくり事業（事業主とのコラボヘルス）
　疾病予防 　職場活性化支援
　疾病予防 　メンタルヘルス診断補助
　直営保養所 　保養所管理費
　その他 　保健室費その他
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
生活習慣病の発症予防、重症化予防を最優先し、一人当たりの医療費上昇を抑制することを目的とする。
そのために特定健診受診率、特定保健指導参加率の向上を目指す。また、生活習慣病未治療者やハイリスク者への支援を強化する。

事業全体の目標
・特定健診・保健指導の実施率を向上させる。
・脳血管疾患、虚血性心疾患、人工透析の一人当たり医療費を全健康保険組合の平均値以下を維持する。
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職場環境の整備
0 0 0 0 0 0

疾
病
予
防

1 既
存

事業主へ健保
データ分析結
果を提供し健
康課題を共有
する

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ シ - ア,イ -

【目的】事業主との健康
課題共有
【計画】
・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議の設置と実施
・事業所への健康宣言策
定や健康経営優良法人申
請支援

[実施計画]
・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議にてコラボヘ
ルス検討

・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議にてコラボヘ
ルス検討・実施

・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議にてコラボヘ
ルス検討・実施

・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議にてコラボヘ
ルス検討・実施

・事業主へデータ分析結
果提供
・定例会議にてコラボヘ
ルス検討・実施

加入者の健康の保持増進をめざし効果的な
保健事業を推進するために、事業主との協
力体制をつくり、コラボヘルスを推進する

・被保険者は40歳〜64歳の年齢層
が多い。第2期は若年層を含む特定
保健指導該当者以外にも保健指導
を実施したが、特定保健指導実施
率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率
は若干よい傾向にあり、今後も保
健指導の継続実施が必要。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。
・被保険者の運動習慣不良者率と
毎日飲酒者率が高い傾向がある。
・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒
率は地区間に差があり、平均に比
べかなり高い地区がある。
・被扶養者の特定健診受診率は増
加傾向であるが、まだ低い。
・被扶養者も特定保健指導実施率
が低い。
・内臓脂肪症候群の減少率が低い
傾向にある。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。
・後発医薬品使用割合が被保険者
・被扶養者ともに健保連全体平均
と比べ低い。

事業主との会議回数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：3回　令和元年度：3回　令和2年度：3回　令和3年度：3回　令和4年度：3回　令和5年度：3回)- コラボヘルスについては今後検討していくため、アウトカムはまだ設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
個別の事業

68,500 71,035 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

家族・任継本
人特定健康診
査

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ,シ

・6月に自宅へ案内文書・
受診券送付。巡回健診開
催地区は別途案内送付
・受診率向上のため、契
約機関（巡回健診等）設
置、補助上限額内窓口支
払無しの機関増加、受診
者提出の健診結果票等不
備減少を図ってきたが、
今後は未受診者への支援
強化や職場健診結果等受
領について検討していく
。

ア,イ,キ
・健保組合主体の事業で
あるが、今後は事業主と
連携し、事業主や被保険
者から受診勧奨を図る。

【目的】健康の保持増進
、生活習慣病の早期発見
・早期治療
【計画】
・6月に全員に受診券・案
内文書配付。巡回健診案
内配付
・期間途中に未受診者に
健診再案内（新規）
・受診者に健康年齢通知
配付（新規）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR

[実施計画]
・未受診者への健診再案
内
・未受診者への健診受診
勧奨（健康年齢提示等）
・健診未受診者の職場健
診データ受領
・健診PR（機関紙、社内
掲示板等）

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・未受診者への健診受診
勧奨（健康年齢提示等）
・健診未受診者の職場健
診データ受領
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・未受診者への健診受診
勧奨（健康年齢提示等）
・健診未受診者の職場健
診データ受領
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・未受診者への健診受診
勧奨（健康年齢提示等）
・健診未受診者の職場健
診データ受領
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・未受診者への健診受診
勧奨（健康年齢提示等）
・健診未受診者の職場健
診データ受領
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

・特定健診受診率を向上させ、生活習慣病
の予防・改善を図る。

・被扶養者の特定健診受診率は増
加傾向であるが、まだ低い。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。

期間途中の健診未受診者への再案内(【実績値】20％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：1
00％　令和5年度：100％)- 特定健診受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：47％　令和元年度：47％　令和2年度：55％　令和3年度：60％　令和4年度：70％　令和5年度：80％)-

0 0 - - - -

3 新
規

特定健診デー
タの保険者間
の連携

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ス

宮崎県保険者協議会にお
ける特定健診データの保
険者間連携の方針、運用
に則り実施

オ -
【目的】特定健診の効果
的運用
【計画】退職者等の特定
健診データの保険者間連
携の体制ができている

[実施計画]
特定健診データの保険者
間連携の体制ができてい
る

特定健診データの保険者
間連携の体制ができてい
る

特定健診データの保険者
間連携の体制ができてい
る

特定健診データの保険者
間連携の体制ができてい
る

特定健診データの保険者
間連携の体制ができてい
る

退職者等の特定健診データの保険者間連携
により、保険者共同での特定健診データの
活用を行う

・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。

求めに応じた特定健診データの提供率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：10
0％　令和5年度：100％)-

運用は行うが、アウトカムまでは設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

42,980 62,982 - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

保健指導(従業
員) 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ エ,ケ,シ

・保健指導業者へ委託実
施
・委託業者やプログラム
を追加・変更し、変化を
つける。

ア,イ,コ
・事業主産業保健スタッ
フが運用面を担当してい
るので、実施率が向上す
るよう協力依頼

【目的】生活習慣病の予
防・改善・重症化予防
【計画】
・事業主健康管理部門の
協力を得て実施
・特定保健指導非該当者
への保健指導も実施
・業者追加（平成30年度
は特定地区試行）
　　　　

[実施計画]
・２業者体制による効果
的なプログラム提供
・次年度以降の業者の追
加を検討・準備

・業者については実績を
みながら複数体制
・40歳全員特定保健指導
等実施

・業者については実績を
みながら複数体制
・40歳全員特定保健指導
等実施

・業者については実績を
みながら複数体制
・40歳全員特定保健指導
等実施

・業者については実績を
みながら複数体制
・40歳全員特定保健指導
等実施

・特定保健指導の実施率を向上させ、生活
習慣病の予防・改善を図る。

・被保険者は40歳〜64歳の年齢層
が多い。第2期は若年層を含む特定
保健指導該当者以外にも保健指導
を実施したが、特定保健指導実施
率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率
は若干よい傾向にあり、今後も保
健指導の継続実施が必要。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。

日程通知書に主旨説明文書同封(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　
令和5年度：100％)- 特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20％　令和元年度：20％　令和2年度：30％　令和3年度：35％　令和4年度：45％　令和5年度：55％)-

750 1,500 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（家族、任意
継続本人）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ エ,ケ,コ
・現状の利用券配付以外
に特定保健指導のプログ
ラム（健診当日実施、ICT
利用）を追加し案内する
。

ア,イ,キ
・健保組合主体の事業で
あるが、今後は事業主と
連携し、従業員にも家族
の特定保健指導に関心を
持ってもらう。

【目的】生活習慣病の予
防・改善・重症化予防
【計画】利用券配付以外
に新規2種
①巡回健診機関健診当日
分割実施
②スマホ利用プログラム
案内・実施

[実施計画]
・利用券配付
・健診当日分割実施の巡
回健診機関へ委託
・スマホ利用プログラム
実施

・健診当日分割実施の巡
回健診機関へ委託
・WEBプログラム実施
・健診当日分割実施の集
合契約委託
・未参加者への電話勧奨

・実績を検証し、効果的
な保健指導について検討
実施

・実績を検証し、効果的
な保健指導について検討
実施

・実績を検証し、効果的
な保健指導について検討
実施

特定保健指導実施率を向上させ、生活習慣
病の予防・改善を図る。

・被扶養者も特定保健指導実施率
が低い。
・内臓脂肪症候群の減少率が低い
傾向にある。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。

対象者への特定保健指導案内実施率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：
100％　令和5年度：100％)- 特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20％　令和元年度：20％　令和2年度：30％　令和3年度：35％　令和4年度：45％　令和5年度：55％)-

4,990 5,300 - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関誌発行・
配布 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

・記事はオリジナル
・年3回、職場にて被保険
者に用紙配布。任意継続
被保険者には自宅送付。
ホームページに掲載

ス ・従業員には社内メール
便を利用し配布

【目的】情報発信、健康
意識醸成
【計画】
・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・事業案内チラシを添付
配布（新規）
・わかりやすく、読みた
くなるような工夫

[実施計画]
・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・わかりやすく、読んで
もらえるよう工夫
・事業案内チラシを添付
配布

・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・わかりやすく、読んで
もらえるよう工夫
・事業案内チラシを添付
配布

・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・わかりやすく、読んで
もらえるよう工夫
・事業案内チラシを添付
配布

・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・わかりやすく、読んで
もらえるよう工夫
・事業案内チラシを添付
配布

・制度変更、保健事業案
内、健康情報等をタイム
リーに情報発信
・わかりやすく、読んで
もらえるよう工夫
・事業案内チラシを添付
配布

・健保の運営・収支、各種事業案内、健康
情報等を情報発信し、健康意識を醸成

・被保険者は40歳〜64歳の年齢層
が多い。第2期は若年層を含む特定
保健指導該当者以外にも保健指導
を実施したが、特定保健指導実施
率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率
は若干よい傾向にあり、今後も保
健指導の継続実施が必要。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被保険者の運動習慣不良者率と
毎日飲酒者率が高い傾向がある。
・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒
率は地区間に差があり、平均に比
べかなり高い地区がある。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。
・被扶養者の特定健診受診率は増
加傾向であるが、まだ低い。
・被扶養者も特定保健指導実施率
が低い。
・内臓脂肪症候群の減少率が低い
傾向にある。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・前期高齢者の一人当たり医療費
は減少傾向にあるが、人数比率が
増加傾向にある。
・後発医薬品使用割合が被保険者
・被扶養者ともに健保連全体平均
と比べ低い。

定期発行(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　令和元年度：3回　令和2年度：3回　令和3年度：3回　令和4年度：3回　令和5年度：3回)- 機関誌の講読状況、役立ち度については、アンケート調査等を行わないと把握できないが、事業の優先順位を考え実施しないこととする。
(アウトカムは設定されていません)

5,880 5,880 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

・偶数月に用紙にて発行
し、職場で被保険者に配
付

サ ・社内便等を利用し、上
司経由で配付

【目的】医療費の適正化
【計画】
・偶数月に発行配付
・効率的・効果的な通知
検討

[実施計画]
・偶数月に配付
・効率的・効果的な通知
検討

・再発行しないため紛失
しないように案内
・効率的・効果的な通知
検討

・再発行しないため紛失
しないように案内
・効率的・効果的な通知
検討

・再発行しないため紛失
しないように案内
・効率的・効果的な通知
検討

・再発行しないため紛失
しないように案内
・効率的・効果的な通知
検討

・加入者に医療費を確認してもらうことで
、医療費の適正化、健康意識の醸成等に役
立てる。

該当なし

予定通り偶数月に発送(【実績値】6回　【目標値】平成30年度：6回　令和元年度：6回　令和2年度：6回　令和3年度：6回　令和4年度：6回　令和5年度：6回)- 予定通り偶数月に発行することに注力し、アウトカムは設定しない
(アウトカムは設定されていません)

1,200 1,200 - - - -

2,5 既
存

育児情報誌配
付 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ ス

・「赤ちゃんとママ」と
その関連情報誌を第1子出
産全家庭に配付。そのう
ち希望者にはその後11か
月間配付

ス -

【目的】情報提供と健康
意識醸成
【計画】育児情報誌を第1
子出産家庭に配付。希望
者にはその後11カ月間配
付

[実施計画]
・毎月対象者に配付

・他の育児情報誌と比較
検討し、配付誌を選び配
付

・他の育児情報誌と比較
検討し、配付誌を選び配
付

・他の育児情報誌と比較
検討し、配付誌を選び配
付

・他の育児情報誌と比較
検討し、配付誌を選び配
付

育児や親子双方の健康関連のための情報を
提供することで、子供の健全な発育と親の
健康保持増進に役立つ

該当なし

毎月対象者に配付(【実績値】12回　【目標値】平成30年度：12回　令和元年度：12回　令和2年度：12回　令和3年度：12回　令和4年度：12回　令和5年度：12
回)-

参考になった度合い(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　令和元年度：90％　令和2年度：90％　令和3年度：90％　令和4年度：90％　令和5年度：90％)ハガキアンケート結果：１．病気・けが　　２．
離乳食　　３．メンタル面　　４．子供の発達・発育の４項目

280 176 - - - -

2,5 新
規

退職者への健
康情報提供、
新入社員等へ
の健保のしお
り配布

全て 男女
18
〜
74

被保険
者,定年
退職予
定者,任
意継続

者

１ コ
・任意継続加入者に健康
づくりパンフレットを配
布
・新入社員加入時に健康
保険のしおり配布

ス -

【目的】退職者、新入社
員への情報発信、健康意
識醸成
【計画】
・任意継続者の健康づく
りに役立つ資料を配布
・新入社員等へ健康保険
のしおり配布

[実施計画]
・任意継続者に健康づく
り関連資料を配布
・新入社員等加入者に健
康保険のしおりを配布
・定年退職予定者に保健
事業等の案内

・任意継続者の健康づく
りに役立つ資料を選び配
布
・新入社員等へ配布する
健康保険のしおりの更新
に注意

・任意継続者の健康づく
りに役立つ資料を選び配
布
・新入社員等へ配布する
健康保険のしおりの更新
に注意

・任意継続者の健康づく
りに役立つ資料を選び配
布
・新入社員等へ配布する
健康保険のしおりの更新
に注意

・任意継続者の健康づく
りに役立つ資料を選び配
布
・新入社員等へ配布する
健康保険のしおりの更新
に注意

新入社員等へ健保のしおりを配布し、健保
の制度・事業の理解を得る。任意継続者へ
パンフレットを配布し退職後の健康管理へ
の意識づけと健康の保持増進、生活習慣病
の予防・重症化予防を図る。

・被保険者は40歳〜64歳の年齢層
が多い。第2期は若年層を含む特定
保健指導該当者以外にも保健指導
を実施したが、特定保健指導実施
率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率
は若干よい傾向にあり、今後も保
健指導の継続実施が必要。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被保険者の運動習慣不良者率と
毎日飲酒者率が高い傾向がある。
・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒
率は地区間に差があり、平均に比
べかなり高い地区がある。
・前期高齢者の一人当たり医療費
は減少傾向にあるが、人数比率が
増加傾向にある。

任意継続者・新入社員への資料配布率(【実績値】93％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度
：100％　令和5年度：100％)-

今のところ、配布はするが効果の検証まではしない
(アウトカムは設定されていません)

1,500 60 - - - -

7 新
規

ジェネリック
医薬品使用促
進

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

・ジェネリック医薬品使
用促進シールの配布
・機関誌に啓発記事掲載

ス -

【目的】ジェネリック医
薬品使用促進
【計画】
・ジェネリック医薬品使
用促進シールを被保険者
全員に配付（機関誌に添
付、新入社員等に配布）
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載
（新緑号、新春号）

[実施計画]
・ジェネリック医薬品使
用促進シールを加入時及
び再交付時に配付
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載

・ジェネリック医薬品使
用促進シールを被保険者
全員に配付（保険証更新
時、新入社員及び再交付
時に配付）
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載
（新春号）

・ジェネリック医薬品使
用促進シールを被保険者
に配付（新入社員及び再
交付時に配付）
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載
（新春号）

・ジェネリック医薬品使
用促進シールを被保険者
に配付（新入社員及び再
交付時に配付）
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載
（新春号）

・ジェネリック医薬品使
用促進シールを被保険者
に配付（新入社員及び再
交付時に配付）
・機関誌にジェネリック
医薬品使用促進記事掲載
（新春号）

ジェネリック使用促進を啓発することで、
適切なジェネリック医薬品の使用を増やし
医療費抑制につなげる。

・後発医薬品使用割合が被保険者
・被扶養者ともに健保連全体平均
と比べ低い。

ジェネリック医薬品啓発記事(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：1回　令和2年度：1回　令和3年度：1回　令和4年度：1回　令和5年度：1回)
- ジェネリック医薬品使用率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：73％　令和元年度：73％　令和2年度：80％　令和3年度：83％　令和4年度：86％　令和5年度：90％)平成28年度66%

750 594 - - - -

2,5 既
存 ホームページ 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ エ ・社内用と社外用の２種

類運用 ス -

【目的】健保の制度、事
業、申請方法を案内
【計画】
・社内用・社外用に情報
掲示・内容更新
・事業主給与ミニ情報、
社内掲示板等でのホーム
ページPR

[実施計画]
・タイムリーに更新、わ
かりやすさ等内容の工夫
・事業主発信給与ミニ情
報、社内掲示板等を活用
したホームページへの誘
導

・利用者にとってわかり
やすいように工夫し、タ
イムリーに更新
・事業主発信給与ミニ情
報、社内掲示板等を活用
したホームページへの誘
導

・利用者にとってわかり
やすいように工夫し、タ
イムリーに更新
・事業主発信給与ミニ情
報、社内掲示板等を活用
したホームページへの誘
導

・利用者にとってわかり
やすいように工夫し、タ
イムリーに更新
・事業主発信給与ミニ情
報、社内掲示板等を活用
したホームページへの誘
導

・利用者にとってわかり
やすいように工夫し、タ
イムリーに更新
・事業主発信給与ミニ情
報、社内掲示板等を活用
したホームページへの誘
導

制度、事業、申請手続きについて最新情報
を掲載し、加入者にとっての利便性を高め
る。

該当なし

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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ホームページアクセス(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20,000件　令和元年度：30,000件　令和2年度：49,000件　令和3年度：52,000件　令和4年度：55,00
0件　令和5年度：58,000件)平成28年度利用件数42,370

ホームページのタイムリーな更新に注力し、アウトカムは設定しない
(アウトカムは設定されていません)

173,543 199,704 - - - -

疾
病
予
防

3,4

既
存(

法
定)

従業員定期健
診・がん検診
・人間ドック
費用補助

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ウ,キ,ク,シ

・事業主健康管理室等が
実施し、費用は事業主と
健保にて分担：定期健診
、大腸・胃・前立腺・子
宮・乳がん検診、歯科健
診（歯磨き指導含む）、
人間ドック

イ
・事業主より定期健診、
人間ドックの特定健診デ
ータを受領

【目的】疾病の早期発見
・早期治療、健康の保持
増進
【計画】定期健診、各種
がん検診、人間ドック、
歯科検診について事業主
と健保にて費用分担

[実施計画]
・費用補助処理を確実に
実施
・定期健診データの会社
システムへの取込の確認

・がん検診の受診状況実
態把握
・人間ドック補助額統一
検討

・がん検診の受診率向上
施策検討及び実施

・がん検診の受診率向上
施策検討及び実施

・がん検診の受診率向上
施策検討及び実施

健康診断を実施することで、疾病の早期発
見、早期治療、生活習慣病の予防・改善、
健康の保持増進を図る

・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。

特定健診受診率(【実績値】87.8％　【目標値】平成30年度：90％　令和元年度：90％　令和2年度：95％　令和3年度：95％　令和4年度：95％　令和5年度：96％
)-

事業主主体の事業ということもあり、アウトカムは設定しない
(アウトカムは設定されていません)

16,540 17,300 - - - -

3 既
存

３９歳以下家
族健診 全て 男女

16
〜
39

被扶養
者,基準
該当者

１ イ,ウ

・6月に自宅へ案内文書送
付。巡回健診開催地区は
別途案内送付
・契約機関（巡回健診等
）設置や補助上限額まで
は窓口支払無しの機関を
増やしてきたが、今後は
未受診者への支援強化を
行っていく。

ス -

【目的】健康の保持増進
・疾病の早期発見・早期
治療
【計画】
・6月に全対象者に事業案
内文書送付
・期間途中に未受診者へ
の健診再案内
・機関誌、社内掲示板等
によるPR

[実施計画]
・未受診者への健診再案
内
・家族健診PR（機関紙、
社内掲示板等）

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

・期間途中に未受診者へ
の健診再案内（一部は巡
回健診機関に委託する）
・被保険者から被扶養者
への家族健診PR（社内電
子メール、事業主経由等
）
・機関誌、社内掲示板等
によるPR
・補助費用検討

健診受診率を向上させ、疾病の早期発見、
生活習慣病予防、健康の保持増進を図る。

・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。

受診率(【実績値】36％　【目標値】平成30年度：40％　令和元年度：40％　令和2年度：46％　令和3年度：49％　令和4年度：52％　令和5年度：55％)- 受診率向上のための取り組みを優先し、アウトカムに反映される取り組みはできないため。
(アウトカムは設定されていません)

500 500 - - - -

2,4,5 新
規

家族・任意継
続者へのがん
検診受診啓発

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ク,ス

がん検診受診啓発パンフ
レット及び地方自治体が
ん検診案内について配付

ス -

【目的】がん検診受診啓
発
【計画】6月全対象者宛健
診案内文書にがん検診受
診啓発パンフレットを同
封し、地方自治体がん検
診案内掲載

[実施計画]
・健診案内文書にがん検
診受診啓発パンフレット
を同封し、地方自治体が
ん検診案内掲載

・対象者宛健診案内文書
にがん検診受診啓発パン
フレットを同封し、地方
自治体がん検診案内掲載

・対象者宛健診案内文書
にがん検診受診啓発パン
フレットを同封し、地方
自治体がん検診案内掲載

・対象者宛健診案内文書
にがん検診受診啓発パン
フレットを同封し、地方
自治体がん検診案内掲載

・対象者宛健診案内文書
にがん検診受診啓発パン
フレットを同封し、地方
自治体がん検診案内掲載

がん検診受診啓発により、がん検診受診率
、受診後の精密検査受診率向上に役立てる

・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。

がん検診パンフレット配布率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令
和5年度：100％)-

新規事業なので、パンフレット配付を軌道に乗せる
(アウトカムは設定されていません)

18,180 18,150 - - - -

3 既
存

予防接種費用
補助（インフ
ルエンザ、高
齢者肺炎球菌
）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ エ,ス

・インフルエンザと高齢
者肺炎球菌の予防接種に
対して費用補助

ス
・原則個人申請が多いが
、従業員のインフルエン
ザ予防接種は補助申請を
事業主担当者がまとめて
行う部場もある。

【目的】インフルエンザ
、高齢者肺炎の予防・重
症化予防
【計画】インフルエンザ
予防接種・電子メール申
請の効果的案内（ホーム
ページ等PR）

[実施計画]
・事業PR(電子メール申請
案内、機関紙、社内掲示
板等）

・インフルエンザ予防接
種の電子メール申請が増
加する工夫（電子メール
申請方法、ホームページ
等PR）

・インフルエンザ予防接
種の電子メール申請が増
加する工夫（電子メール
申請方法、ホームページ
等PR）

・インフルエンザ予防接
種の電子メール申請が増
加する工夫（電子メール
申請方法、ホームページ
等PR）

・インフルエンザ予防接
種の電子メール申請が増
加する工夫（電子メール
申請方法、ホームページ
等PR）

インフルエンザ予防、肺炎予防及びこれら
の重症化予防を図る

・前期高齢者の一人当たり医療費
は減少傾向にあるが、人数比率が
増加傾向にある。

電子メール申請率(【実績値】28％　【目標値】平成30年度：35％　令和元年度：70％　令和2年度：55％　令和3年度：65％　令和4年度：75％　令和5年度：
85％)紙申請率72% インフルエンザ申請率(【実績値】24％　【目標値】平成30年度：30％　令和元年度：30％　令和2年度：30％　令和3年度：30％　令和4年度：30％　令和5年度：30％)-

5,300 5,300 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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6 既
存 電話健康相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

・専門業者による24時間
対応の電話健康相談、WE
B相談、心理対面カウンセ
リングの実施

ス -

【目的】被保険者と被扶
養者の心身の健康相談対
応
【計画】機関誌新春号（
チラシ）、事業主給与ミ
ニ情報等によるPR

[実施計画]
・事業PR（機関誌・事業
主給与ミニ情報に記事掲
載等）

・新入社員（チラシ）、
機関誌（チラシ）、掲示
板（ポスター）、事業主
発信給与ミニ情報等によ
るPR

・新入社員（チラシ）、
機関誌（チラシ）、掲示
板（ポスター）、事業主
発信給与ミニ情報等によ
るPR

・新入社員（チラシ）、
機関誌（チラシ）、掲示
板（ポスター）、事業主
発信給与ミニ情報等によ
るPR

・新入社員（チラシ）、
機関誌（チラシ）、掲示
板（ポスター）、事業主
発信給与ミニ情報等によ
るPR

24時間対応の電話健康相談、心理対面カウ
ンセリング等により、身体面、疾病に関す
るサポートやメンタルヘルス不全の予防・
改善を図る。

・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。

PR回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：3回　令和元年度：3回　令和2年度：3回　令和3年度：4回　令和4年度：4回　令和5年度：4回)- 相談件数(【実績値】688件　【目標値】平成30年度：750件　令和元年度：750件　令和2年度：850件　令和3年度：900件　令和4年度：950件　令和5年度：1,000件)-
2,400 2,400 - - - -

3 既
存

ＰＥＴがん検
診 全て 男女

16
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ

・予約代行機関を通して
提携機関にて実施。３万
円∕人費用補助。

キ -

【目的】癌等疾病の早期
発見
【計画】機関誌爽秋号に
チラシ同封、事業主給与
ミニ情報への記事掲載等
によるPR

[事業計画]
・事業PR（機関誌にチラ
シ添付、事業主給与ミニ
情報への記事掲載等）

・機関誌にチラシ添付、
事業主発信給与ミニ情報
への記事掲載などによるP
R

・機関誌にチラシ添付、
事業主発信給与ミニ情報
への記事掲載などによるP
R

・血液、尿によるがん検
診の動向を把握し導入検
討

・血液、尿によるがん検
診の動向を把握し導入検
討

・癌等疾病の早期発見、早期治療につなげ
る

・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。

受診人数(【実績値】40人　【目標値】平成30年度：50人　令和元年度：50人　令和2年度：70人　令和3年度：70人　令和4年度：70人　令和5年度：70人)- 加入者の一部の利用ということもあり、受診者のがんの早期発見や健康維持としてのアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

5,000 5,000 - - - -

3,4 新
規

被扶養者健康
支援（受診勧
奨、重症化予
防）

全て 男女
16
〜
74

被扶養
者 １ イ,エ,オ,ク - ク -

【目的】被扶養者の生活
習慣病の予防・改善・重
症化予防
【計画】
・40歳以上の肥満者、生
活習慣病ハイリスク者等
へスマホ利用保健指導実
施
・40歳以上の特定健診受
診者へ健康年齢通知

[実施計画]
・特定健診受診者全員に
健康年齢通知発送
・スマホ利用保健指導実
施

・生活習慣病ハイリスク
者（特定健診結果）へWE
B保健指導（通院勧奨含む
）通知実施
・重症化（腎不全）予防
プログラム検討

・生活習慣病ハイリスク
者（特定健診結果）へWE
B保健指導（通院勧奨含む
）通知実施
・重症化（腎不全）予防
プログラム検討

・生活習慣病ハイリスク
者（特定健診結果）へWE
B保健指導（通院勧奨含む
）通知実施
・重症化（腎不全）予防
プログラム検討

・生活習慣病ハイリスク
者（特定健診結果）へWE
B保健指導（通院勧奨含む
）通知実施
・重症化（腎不全）予防
プログラム検討

被扶養者の生活習慣病リスク者へ保健指導
を行い、重症化を防ぐ

・被扶養者の特定健診受診率は増
加傾向であるが、まだ低い。
・被扶養者も特定保健指導実施率
が低い。
・内臓脂肪症候群の減少率が低い
傾向にある。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。

プログラム参加率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：15％　令和元年度：10％　令和2年度：15％　令和3年度：20％　令和4年度：20％　令和5年度：20％)- 生活習慣病要治療者の受診率向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　令和元年度：80％　令和2年度：70％　令和3年度：80％　令和4年度：90％　令和5年度：90％)-
5,000 5,000 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4 既
存

前期高齢者健
康支援 全て 男女

65
〜
73

被扶養
者 １ ス

訪問・電話プログラム(平
成26年度開始者及び当該
年度参加希望者)

ス -

【目的】前期高齢者の健
康保持、寝たきり予防、
認知症予防
【計画】
・訪問・電話支援プログ
ラムの募集
・アンケートによる近況
・健保への要望把握と健
康情報提供

[実施計画]
・健康支援プログラムのP
R、参加案内、実施
・健康情報提供・アンケ
ート調査

・既存プログラムの検証
と参加しやすく有効なプ
ログラム導入を検討

・既存プログラムの検証
と参加しやすく有効なプ
ログラム導入を検討

・既存プログラムの検証
と参加しやすく有効なプ
ログラム導入を検討

・既存プログラムの検証
と参加しやすく有効なプ
ログラム導入を検討

前期高齢者の生活習慣病の重症化や寝たき
り、認知症を予防する。

・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・前期高齢者の一人当たり医療費
は減少傾向にあるが、人数比率が
増加傾向にある。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。

健康支援参加率(【実績値】40％　【目標値】平成30年度：40％　令和元年度：-％　令和2年度：40％　令和3年度：40％　令和4年度：40％　令和5年度：40％)- 参加率向上のための施策に注力するため、アウトカムは設定しない
(アウトカムは設定されていません)

情報提供の回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　令和元年度：2回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)アンケー
ト（健康状況・健保への要望の把握）実施、健康情報提供 -

3,000 8,000 - - - -

5,8 既
存

レセプト等デ
ータ分析 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ シ - ア,イ,ケ -

【目的】加入者の健保デ
ータを分析し、データヘ
ルス計画に活用
【計画】
・既存システムの活用
・新システム導入検討

[実施計画]
・新システム導入と活用
・分析結果の事業主への
提示

・システムの活用
・分析結果の事業主への
提示

・システムの活用
・分析結果の事業主への
提示

・システムの活用
・分析結果の事業主への
提示

・システムの活用
・分析結果の事業主への
提示

加入者の健康情報を分析し、データヘルス
計画や保健事業のPDCAサイクルを回すこ
とに活用

・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。

データ分析結果の提示(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：3回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)・
全体、地区別、事業会社別に分析
・健康管理推進会議９月、保健指導打合せ12月

データ分析はまず新しい委託先との連携に注力するのでアウトカムは設定しない
(アウトカムは設定されていません)

10,000 6,100 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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5 新
規

加入者への健
康づくり事業
（事業主との
コラボヘルス
）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 ３ ア,ケ,シ - ア,イ -

【目的】被保険者等加入
者の健康の保持増進
【計画】
１．運動習慣：スポーツ
クラブの法人会員契約、
会員増加活動
２．食生活改善：機関誌
にヘルシーメニュー掲載
、社員食堂検討
３．こころの健康づくり
：社員の健康状況分析（
健康スコア）等、事業主
との検討
４．喫煙対策：事業主と
検討、例：禁煙個別支援
（禁煙チャレンジコース
）

[実施計画]
・禁煙支援の案内・募集
・開始

１．運動習慣：スポーツ
クラブの法人会員契約、
会員増加活動
２．食生活改善：機関誌
にヘルシーメニュー掲載
、社員食堂検討
３．こころの健康づくり
：社員の健康状況分析（
健康スコア）等、事業主
との検討
４．喫煙対策：事業主と
検討、例：禁煙個別支援
（禁煙チャレンジコース
）

１．運動習慣：スポーツ
クラブの法人会員契約、
会員増加活動
２．食生活改善：機関誌
にヘルシーメニュー掲載
、社員食堂検討
３．こころの健康づくり
：社員の健康状況分析（
健康スコア）等、事業主
との検討
４．喫煙対策：事業主と
検討、例：禁煙個別支援
（禁煙チャレンジコース
）

１．運動習慣：スポーツ
クラブの法人会員契約、
会員増加活動
２．食生活改善：機関誌
にヘルシーメニュー掲載
、社員食堂検討
３．こころの健康づくり
：社員の健康状況分析（
健康スコア）等、事業主
との検討
４．喫煙対策：事業主と
検討、例：禁煙個別支援
（禁煙チャレンジコース
）

１．運動習慣：スポーツ
クラブの法人会員契約、
会員増加活動
２．食生活改善：機関誌
にヘルシーメニュー掲載
、社員食堂検討
３．こころの健康づくり
：社員の健康状況分析（
健康スコア）等、事業主
との検討
４．喫煙対策：事業主と
検討、例：禁煙個別支援
（禁煙チャレンジコース
）

事業主とのコラボヘルスにより加入者への
健康づくりを推進し、加入者の健康の保持
増進を図る。

・被保険者は40歳〜64歳の年齢層
が多い。第2期は若年層を含む特定
保健指導該当者以外にも保健指導
を実施したが、特定保健指導実施
率は低い。
・内臓脂肪症候群該当者の減少率
は若干よい傾向にあり、今後も保
健指導の継続実施が必要。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・被保険者の運動習慣不良者率と
毎日飲酒者率が高い傾向がある。
・肥満率、喫煙率、不適切な飲酒
率は地区間に差があり、平均に比
べかなり高い地区がある。
・被扶養者の運動習慣不良者率も
やや高い傾向にある。
・被保険者、被扶養者ともに、高
血圧、糖尿病のレセプトがある者
で、受診勧奨値以上の者が多数存
在する。
・被保険者、被扶養者ともに、生
活習慣病のレセプトがない者で、
受診勧奨値以上の者が一定数存在
する。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。
・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。
・前期高齢者の一人当たり医療費
は減少傾向にあるが、人数比率が
増加傾向にある。

スポーツクラブ会員人数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100人　令和元年度：-人　令和2年度：300人　令和3年度：400人　令和4年度：500人　令和5年度
：600人)- ３０分以上の運動習慣なし(【実績値】74.5％　【目標値】平成30年度：77％　令和元年度：-％　令和2年度：60％　令和3年度：55％　令和4年度：50％　令和5年度：45％)-

- 喫煙率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：25％　令和元年度：-％　令和2年度：20％　令和3年度：18％　令和4年度：16％　令和5年度：14％)喫煙率：平成28年度26％
- 毎日飲酒(【実績値】-　【目標値】平成30年度：27％　令和元年度：-％　令和2年度：30％　令和3年度：28％　令和4年度：26％　令和5年度：24％)毎日飲酒：平成28年度36.4％

5,000 5,000 - - - -

1,2 既
存

職場活性化支
援 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ス - ス -

【目的】職場の環境改善
、活性化を支援。被保険
者のメンタルヘルス向上
とメンタル疾患予防
【計画】
・職場活性化支援事業運
用
・次年度以降の活動の在
り方検討

[実施計画]
・上期で事業終了

・新職場活性化支援の運
用

・新職場活性化支援の運
用

・新職場活性化支援の運
用

・新職場活性化支援の運
用

メンタルヘルス診断後のフォローアップと
して、職場の環境改善や活性化を加速。従
業員個々のメンタルヘルス向上とメンタル
性疾患予防

・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。

実施部場数(【実績値】2件　【目標値】平成30年度：5件　令和元年度：3件　令和2年度：5件　令和3年度：5件　令和4年度：5件　令和5年度：5件)-
実施部場主体の活動であることもあり、第１期はアウトカムを設定しない
(アウトカムは設定されていません)

1,000 1,000 - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 既
存

メンタルヘル
ス診断補助 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ ス メンタルヘルス診断入力

委託への費用補助 ス -
【目的】被保険者のメン
タルヘルス診断実施
【計画】申請部場への費
用補助

[実施計画]
申請部場への費用補助 申請部場への費用補助 申請部場への費用補助 申請部場への費用補助 申請部場への費用補助

申請部場にメンタルヘルス診断回答内容の
入力補助をし、メンタルヘルス診断実施に
つなげる

・被保険者の休職者・休職日数共
に精神神経系疾患が多い。
・精神神経系疾患患者のうち、9割
は働きながら通院している。休職
を未然に防ぐ必要がある。

費用補助実施率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度
：100％)費用負担割合：事業主50％、健保50％ 事業主主体の事業で、費用補助をすることが主業務のため、アウトカムは設定しない

(アウトカムは設定されていません)

996 951 - - - -
直
営
保
養
所

8 既
存 保養所管理費 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス -

【目的】適切な保養所管
理
【計画】
・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

[実施計画]
・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

・適切な価格での売却推
進
・売却までの維持管理

保養所の売却まで適切に管理する 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

売却推進活動実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：2％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：10
0％)-

これまでの経緯で維持する事業のため
(アウトカムは設定されていません)

39,630 40,448 - - - -

そ
の
他

8 既
存

保健室費その
他 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス -

【目的】保健事業の効果
的実施
【計画】保健室（保健事
業担当）の効果的・効率
的な運用を図る

[実施計画]
・保健室（保健事業担当
）の効果的・効率的な運
用を図る

・保健室（保健事業担当
）の効果的・効率的な運
用を図る

・保健室（保健事業担当
）の効果的・効率的な運
用を図る

・保健室（保健事業担当
）の効果的・効率的な運
用を図る

・保健室（保健事業担当
）の効果的・効率的な運
用を図る

効果的な保健事業を推進する。

・被扶養者の一人当たり生活習慣
病医療費は高い傾向にある。特に
虚血性疾患、人工透析で高く、糖
尿病、人工透析で増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
は、収縮期血圧、LDLコレステロー
ル、血色素量が高い。
・被保険者の医療費は、糖尿病、
高血圧、高尿酸血症、脂質異常症
、人工透析が高く、糖尿病、脂質
異常症、人工透析が増加傾向。
・特定健診データの受診勧奨割合
では、LDLコレステロール、HbA1
c、γGTPが高い。
・肥満割合は男性は約50％と全組
合平均と同等で、女性約20％に比
べ高い。
・死因は悪性新生物が最も多い。
一人当たりの医療費も新生物は高
く前年度より上昇。

適切な人員配置(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度
：100％)-

主に保健事業担当チームの予算管理なので設定しない
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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